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環 日本海地域 へ の CO2 地中貯留技術導入 に関す る基礎的研 究

　　　　 一
地球 エ コ シ ス テ ム

1）
と して の CO2 回収 ・地 中貯留

一

久留 島　守広 （東洋大学）

1．は じめ に

　地球温暖化問題は、各国首脳 マ ターと して い ま

や 国際社会の 中心 的課題 とな り、昨年 ドイ ツ に お

ける ハ イ リ ン ゲ ン ダ ム ・サ ミ ッ トに引続 き、本年

の 我が 国 ・北海道洞爺湖に おける サ ミ ッ トで も主

題 となる こ とと され て い る 。 二 酸化炭素 （CO2）

に代表 され る温室効果ガ ス の排出削減を国際的に

取組 むべ く、1997年気候変動枠組条約第 3 回締

約国会議 COP3 が 京都で 開催 さ れ 、先進各 国は

温室効果 ガ ス の 大幅削減 （90 年比 2010年平均 目

標 ： 日本 は 一6％ 、EU は 一8％、米は 一7％他） を約

束 し、そ の 履行の 目標年は本年 2008年か ら始 ま

り2012年まで とまさに実行の年で ある 。

　 また本件は、言 わ れて い る将来の 海面上昇の み

で な く  「将 来の 危機で は な く現 に今ある 危機」

と して持続的 開発 の た め の基盤で あり、  上 記削

減 目標 （京都議定書）の 実施規則他が 定め られ、

本年 2008年 よ りそ の 目標年が始 まり、さらに  

各国政府・
企業は 「新た なグ ロ

ーバ ル ・ス タ ン ダー

ド」 と して 戦略的に活用 しよ うとする姿勢が うか

がえ る こ とな どか ら、わ が 国 と して産官学 の 総力

を結集 した対応が必要 で あろ う。

　こ の ため、CO2排出削減の 努力は 、  省エ ネル

ギ
ーは その 即効性か ら、工 業プ ロ セ ス の みな らず、

家電、事務機器 、自動車等につ い て も現在官民あ

げて新たな技術へ の チ ャ レ ン ジ が行わ れ、  原子

力 も近年の 事故等に よ る影響が憂慮 されるが 、立

地へ の 着実な努力が行わ れ て い る 。 また 、  新 エ

ネル ギ
ー

につ い て は、導入促進へ の 努力が 国内外

で行われ て い る 。

　 しか しなが ら、世 界の エ ネ ル ギ
ー

消費は、中国
・

イ ン ドをは じめ とす る開発途上国 の 人 口 増や経済

発展 による増加 に直面 して お り、石炭 を中心 とす

る化 石燃 料へ の 依存は不 可避で あ る 。 こ の よ う

に、引続 き増大する エ ネル ギー
需要 を化石燃料に

依存す る こ と等か ら、世界の エ ネル ギ ー供給の見

通 し （OECD ／IEA 「World　Energy　Outlook　2007

Edition」）で は、2030年 までに エ ネ ル ギ
ー

需要 は

50％増 加 （年平均で は L6％増）す る と されてい る 。

そ の 需要増 の 70％は、開発途上 国に よ る もの で 、

中国だ けで も 30％ を占め る 。

　 また、こ の 見 通 しで は 、現 在 （2005年実績で 、

石 炭
・
石油

・ガ ス 等で 80％）及 び 将来 （2030年

見通 し同 81％）と も大 部分 は化石 燃料 に依存 し、

と りわけ 2005年か ら 2030年 へ の エ ネ ル ギ
ー

需要

増 の 83％ を占め る と予測 され て い る 。 こ の た め、

省 エ ネ ル ギ
ー ・新 エ ネ ル ギ

ー ・
原子力に続 く第 4

キーワー ド ：

環境、二 酸化炭素回収 ・地中貯留 CCS 、地球エ コ シ ス テ ム 、エ コ コ ン ビ ナー ト、植物工場
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の 路 と して   化石燃料か ら の CO2 の 回収 ・
利 用

をわが国 は もと よ り、発展途上国 も含めた世 界 に

お ける短 ・中期的な対応の 柱とす る こ と が不 可避

で あろ う。

　こ こ で は、上記 の ように化石燃料 （メ ジ ャ
ー

な

エ ネル ギ
ー供給源）へ の 対応 を図 り、北東 ア ジ ア

をは じめ地球全体の 地域 と地下 を対象可能 とす る

もの と して 「地球 エ コ シス テ ム 」 と仮称 して み た

い 。

2 ．CO2 吸収 ・貯留技術 とは

　我が国 にお けるエ ネ ル ギ
ー

保障の 面 で は埋 蔵量

の 豊富 さ、供給安定性な らび に経済性の 面か ら石

炭 の 重要性が今後益 々 増大する 中で、化石燃料 の

利用 に よ っ て排 出 され る CO2 に よ る 地球的環境

問題 へ の 対処方策が求め られ て い る 。 また、前述

の 中 国、イ ン ドをは じめ とす る発展途上 国、韓国、

ロ シ ア沿海部等 の 急速 な経済発展 に 伴 う世界規模

で の エ ネル ギ
ー

需要 の 拡大によ っ て、エ ネ ル ギー

市場 の 需給逼迫へ の 対応 も重要な課題 に な っ て き

て い る Q

　 こ の ため、石 炭火 力発 電所 は じめ とす る大規

模発生源 な どか ら CO2 を吸収 ・分離 ・回収 し地

下 に貯留する技術 「CO2 回収貯留技術 ：CCS 」が

21 世紀の 地球環境技術戦略の 要 として 注 目を浴

びて お り
2｝
、後述す る海外 に お い て ノ ル ウ ェ

ー北

海油 田 （洋上 で 天然 ガス か ら CO2 分離 ・海底下

注入〉及び カナダ油田 （米国石炭ガス 化プラ ン ト

か ら CO2 を回収 し、パ イプ ラ イ ン 輸送 の 上油 田

増 産 に利用 ）等 の ように 既に事業化
3｝

が なされ

て い る。

3 ．CO2 吸収 ・分離 ・回収技術
4＞

　 （株）東芝は、体積 の 400倍 の 二 酸化炭素 を吸

収で きる画期的な CO2 吸収セ ラ ミ ッ ク ス を開発

した 。 こ の 材料は ，二 酸化炭素 と反応 しや す い

リチ ウム （Li）と腐 食 しに くい シ リカ （Sio2）と

を組 合 せ た リチ ウ ム シ リ ケ
ー

ト （Li，Sio4） と

い う粉 末状 の 物 質で 、反 応 式 ：Li，Sio，＋CO ，
；

Li2SiO3＋ Li2CO3に より二 酸化炭素の 吸収 ・再生 を

繰 り返 し行 うこ とが で きる。こ の 吸収材 の CO2

吸収温度 は 500〜 600度 と高 く、反応熱は回収 し

て 蒸 気発 生 や発電 な ど に 再利用で きる。こ の 吸

収材 を活用 して 火力発電な どか らの 排煙中の CO2

排出量 を、小 さなエ ネ ル ギ ー ・ペ ナ ル テ ィ で大 き

く削減で きる 。

　こ の ため、（株）東芝 ・中川、東京農工 大学 ・堀

尾 ら及び筆者 は、火力発電 シ ス テ ム な どか らの

CO2 排出量削減を 目的に、セ ラ ミ ッ ク ス 吸収材 を

用い た次世代二 酸化炭素回収 ・利用 シ ス テ ム の 研

究開発につ き、特許出願 を行 うとともに 、先導研

究を行 っ た 。 （実験装置は、図 1）

　こ れ ら試み の 目的は、前述 の 発展 途上 国、韓

国、ロ シ ア 沿海部等にお い て容易 に導入 で きる こ

と （小型化 ・保守性 の 向上等）で あ り、また我が

国は じめ世界各国における事業採算性 ・経済性 の

確保で ある 。

　CO2 を吸収 ・分離 ・回収 し地下 に 貯留 す る技術

「CO2 回収貯留技術 ： CCS 」に つ い て の コ ス ト試

算は 国内外で 実施され て い るが、新 エ ネ ル ギ ー ・

産業技術総合開発機構 NEDO の 調 査資料 に よ る

と、分離 ・回収か ら貯留に至まで の トータル コ ス

トは、地中貯留 （LNG 複合発 電 か ら化学吸収法

に よ りCO2 を分離 回収 した後、パ イプ ラ イ ン で

100km 輸送後、帯水層 に 隔離 した場合 ）で は 、

約 6β00円／ t−　CO2 と試算 され て い る。特に 、トー

タ ル コ ス トの うち約 60〜 70％程度 を占め る の が

分離 コ ス トで あ り、また、そ の 所要 エ ネ ル ギー （エ

ネル ギ
ー・ペ ナ ル テ ィ） も、同 じ く多くの部分が

分離の プ ロ セ ス で 発生す る （現在実用化 さ れ て い

る化学法は、約 25％）。

　上記の CO2 吸収 ・分離 ・回収技術 （脱炭技術）

で は、こ の エ ネ ル ギー ・ペ ナル テ ィ を理論上数％

まで の低減が 可能で あ り、今後の 技術 開発に よ り

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Association for Northeast Asia Ragional Studies

NII-Electronic Library Service

The 　Assooiation 　for 　Northeast 　Asia 　Ragional 　Studies

環 日本海地 域 へ の COe 地 中貯留技術導入 に関す る基 礎的研究 117

シ ス テ ム が確立 され、前述 の ような導入 へ の 制度

が整 備 された な らば、省 エ ネ ル ギ
ー、新 エ ネ ル

ギ
ー、原子力 な どに次 ぐい わば第四 の 路 が拓 け る

事 となる。

　 こ れ ら技術が実用化 されたな らば、前述 の よう

に化石燃料 （メ ジ ャ
ーなエ ネ ル ギ

ー
供給源）へ の

対応 を図 り、北東ア ジ ア をは じめ地球全体の 地域

を対象可能 し、ま さに 「地球 エ コ シ ス テ ム 」の実

現が期待で きる 。

 

 
vol ％ 

8 口靉
自

国

 

園

 
ll翻
CO2

　　 N2

1譎　翻

　  

饑  
N2・CO21

鸚
1％

1．lmage　furnace
2．columun （1．d，100mm ）

3．thermo 　couple

4．mass 　flow　controller
5．gas　cylinder

6．double　rock 　hopPer
7．gas　analyzer 　8，　data　Iogger　9．　sensor

図 1．反応特性基礎試験実験装置

4 ．CO2 を活用する植物工 場の 概念確立
5）

　（株）日建設計は、居 室用高効 率光ダ ク トシ ス

テ ム を開発 し、人工 光に代わ る 照明設備 の 実用化

を可能 とした 。

　回収 CO2 を固定 し、か つ 有効利用 で きる 手法

と して 生 物的固定 （バ イ オ マ ス ・エ ネ ル ギー、植

林 な ど が 知 ら れ て い る）を挙げる こ とが 出来 る が、

生物的 固定を効率的に行 うに は 、自然光や 熱を効

率的 に利用す る必要 がある 。 こ の た め 、回収 CO2

の 施肥、光ダク トシス テ ム を利用 した 自然光 の 高

密 度化利用、お よび廃 熱 を効率的 に利用で きる植

物 工場 の 概 念を確立 し、こ の 構想を展開 した CO2

利 用植物 工場 群の 実現性につ い て 検討 し、そ の 構

想 を具体 化す る。さ らに、前 述 の CO2分離 ・回

収技術 （脱 炭技術 ）と地中隔離等 と組合せ る こ と

に よ り、地球 エ コ シ ス テ ム と して の 実用性 を有す

る こ とを検証 した。

　現在、（株）日建設計及び NEDO の 共同研究 と

して 、高効率光ダ ク トシ ス テ ム を植物工場、ビ ル 、

地 下施設等 に 広 く適用するため の 諸条件の抽出、

コ ス ト試算及び co2排出抑制効果の 試算等を行 っ

た。

5．海外で の事業化の 現状

　 こ うした状況の 下、各国に お い て 単な る夢の技

術で な く産業技術 と して の本技術 へ の 期 待が 高

ま っ て お り、前述 の よ うに既 に   ノ ル ウ ェ
ー

北

海油田 （図 2 の ように、洋上 で 天然ガス か ら CO2

分 離 ・海底下 注入）及び  カ ナ ダ油田 （図 3 の よ

うに、米 国石 炭ガ ス 化 プ ラ ン トか ら CO2 を回収

し、約 330キ ロ をパ イプ ラ イ ン 輸送 し油田増産 に

利用）等で既 に事業化が なされ て い る。さら に 北

ア フ リ カ の イ ン サ ラ ー ・ガ ス 田、オ
ー

ス トラ リ

ア に お い て は複数の 石炭火 カ所 な どにお い て 事

業化が進み つ つ あ り、加えて 欧州連合 EU は本技

術 CCS に積極的に取組ん で お り、英国、 ドイ ツ 、

オ ラ ン ダ等にお い て 事業化の 検討 ・準備が なされ

て い る 。

6＞
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図 2 ．天然ガス 採掘設備 か ら CO2 分 離 ・帯水 層 に

　　　年間約 100 万 トン 注入

　 　 　 （出典 1 ス タ ッ トオイ ル 社資料）

CO2　PIPELINE 　TO 　CANADA

図3 ．石炭ガ ス化プラ ン トから油田まで の CO2

　　　パ イ プ ラ イ ン

　　 （出典 ： サス カチ ュ ア ン州エ ネル ギ
ー

資源省 資料）

5．わ が 国における取組み と今後 の展望

　わが 国にお い て も、産官学が 連携 し国内の 具体

的な フ ィ
ー

ル ドに 適用 する技術の 開発に着手して

い る 。 具体 的 に は、経済産業省 に よ りNEDO プ

ロ ジ ェ ク トと して 当初の 予算計上が なされ た後、

エ ン ジ ニ ア リ ン グ と地球環境技術の各 々中核機関

たる （財 ）エ ン ジ ニ ア リ ン グ振興 協会及 び （財）

地球環境産業技術研究機構 RITE が車の 両輪 とな

り、産官学の技術力を結集 した体制の もと上記課

題 に 取組み 、新潟県岩野原に お い て 平成 15年か

ら 17年に かけ約 1万 トン の CO2 を地下廃ガ ス 田

に注入 し、そ の 後 CO2 の 挙動把握 な ど の モ ニ タ

リ ン グ を行 っ て い る 。 また 、CO2 地中貯留 を組合

せ たゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン型石炭火力発電所の 実現 に

向けた米 国を中心 と した イ ニ シ ア チ ブ ： フ ユ
ー

チ ャ ジ ェ ン （FutureGen、総 事業費 は 10年間 で

10億 ドル の 見込み） に参画す べ く、経済 産業省

に て 19年度予ti　7．45 億円 （拠 出金 の
一

部 と国内

事業費）を新規計上 し、現在米国内の 実験 プ ラ ン

ト候補地 の 選定 ・施設設計な どが行わ れ て い る。

　CCS の 対象 フ ィ
ール ドは 大 き く 3 つ に分 類 さ

れ る 。 まず上記新潟県岩野原で の 研究 の ような 

廃油田
・ガ ス 田に貯留す る方法。次 に、図 3 の よ

うな  CO2 を油 田に注入 して 石油 回収量 を増加

させ る 原油増進回収法 （EOR ）。そ して 図 2 の よ

うな  帯水層 に貯留する方法であ る。

　国内に お い て は、NEDO にお け る こ れ ま で の

調査結果か ら、貯留能力の 高 い 帯 水層が 日本海側

に存在する こ と が確認 され て お り、上記  が有望

と思 わ れ る 。 高 い 貯留能力 を有する フ ィ
ー

ル ド

（地層）は、難浸透性 の 岩石 で構成 され て い る層

（キ ャ ッ プ ロ ッ ク）に覆 われた封塞構造 （トラ ッ

プ） を持 つ 構造性帯水層で 、調査 の 結果、構造性

帯水層が確認された地域 は 、 陸域 16 カ所、海域

13カ所の計 29 カ所 に お よ び、そ の 隔離能力は約

15億 トン と見込 まれ る 。 こ れ は 、我が国 の CO2
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排出量 の 内、1990年を基準 とした削減目標 6％の

約 2割 、年 間 15百万 トン （全体 の 約 L2％）を こ

の フ ィ
ー

ル ドに地中隔離する と仮定 して 、約 100

年分に 当たる。
7）

　 しか し、帯 水 層 内で の CO2挙動等 につ い て 充

分 な検証が な く、更 に長期貯留 に関する安全 や環

境影響につ い て 技術 的、科学 的 な知見が十分 とは

言えな い 。また、帯水層に おける貯留条件下 で の

鉱物 と の 反応 性等 に つ い て も検討す る必要が あ

る 。

　本シ ス テ ム の事業化に お い て 、そ の前提 となる

地中隔離の 対象 フ ィ
ール ドに つ い て は、前述 の よ

うに 、わが国の 調査結果か ら、貯留能力の高 い 帯

水層が 日本海側北部沿岸及び太平洋沿岸全域 の
一

部に存在する こ とが 確認 され て い る 。 また、国内

の 大規模発生源の 集計は筆者他が 関係者へ の 聞取

り等 に よ りと りま とめ 、こ れ らを表 1 に 示す。
S〕

しか しなが ら、上記 フ ィ
ー

ル ドを対象に こ れ ら大

規模発生源か らの
一部を地中隔離する と仮定 して

も、約 100年分 に 当た る に す ぎな い 。 こ の た め 、

わが国 に おけ る 可能性 と と もに、環 日本海地域 と

の 連携 と本技 術 の 当該地 域 へ の 導入 の ため の 体

制
・事業化 に際 して の 費用負担 の あ り方な ど、そ

の 社会的 コ ス トとともに 推進方策 を示 して い く必

要があ る。

6．環 日本海地域へ の 導入の 可能性

　上記 の 知見 を総合 し、  火力発電所 を中核 とし、

  回収 CO2、自然 光お よび廃熱、海水資源 を利用

した生 物生産工場群 と、  そ の 生産物の製品化工

場群、  各工場か ら出る排水等を浄化する環境保

全技術 、  バ イ オエ ネ ル ギ
ー

の 生産 な どが結合 し

た実現性の 高い エ コ ・コ ン ビ ナ
ー

トの構成 を提案

しい わば ウ ィ ン ・ウ ィ ン の 関係を明 らか に す る こ

とが肝要で あ り、そ の 課題 ・背景は次 の とお りで

ある。

（1）課　題

　産業規模 （生 産ス ケ ール） と生 産 コ ス ト、CO2

固定量 の 推定に つ き、火力発電所 を中核と した場

合 の 生物原料生 産工場の 生 産ス ケール を推定する

表 1．わ が 国の CO2 大規模発生源

年 間排 出量 （炭 素換 算） 排出ガス の特性

排出総量 （2000年度） 1箇所 あ た り CO2 濃度 その 他排ガ ス 中物質 排ガ ス 温 度

石炭 火 力発電 所 3，831 万 t （平均規模） 13 〜15 ％
・SOX ： 100 度前後

（電 力事 業） 約64 万 t 30 〜7q匚pm

（大規模）
・ダスト；

210 〜280 万 t 5 〜25   〆Nm3

石 油 火 力発電 所 1 ，695 万 t （平均規模） 12 〜13 ％ 100 度以下

（電 力事 業） 約 9．8万 t

（大規模）
・SOX ：

180 〜250 万 t 〜10q叩 m

天 然ガス 火力発電 2，790 万 t （平均規模） 8〜1G ％ 不純物は少ない が，水 10G 度前後

所 （電 力事業） 約24 万 t 分が 15〜17％ と多い

（大規模）
100 〜130 万 t

一
貫製鉄所 3，585 万 t （平均規模） 高炉ガス ： 22 ％ 高炉ガス には、CO 、数百度

（高炉＋ 転炉） 約 84 万 t 熱風炉ガス ： 27 ％ H
、の含有量が高い

（大規模）

93 万 t

セ メ ン ト工場 887 万 t （平均規模） 23 〜37 ％ ・SOX ： 100 度前後

（キル ン保有 工場 ） 約46 万 t 〜3〔乖pm

（大規模）
・ダスト：

95 万 t 5〔  g／Nm3 程度

【出典 ：各種資料 を基に NEDO 技術開発機構で 作成】
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と共に 、生 産 コ ス ト、CO2 固定 （消費）量 の 推定

を行 う。検討 にあた っ て は、最新の 生物生 産技術

に 関する知見 （最新の 生 産技術や 生 産量）に基づ

く。

　こ の ため、火力発電所 に付帯する コ ン ビナ
ート

と して の 実現可能な生物生 産量を推定する 。 火力

発電所 1基当た り （例 えば石炭火力や LNG 火力

100万 kw 級） の 生物原料供給量 を推定 し、こ れ

を用 い た製品製造工 場の 規模推定を行う。 生物工

場、製品工場か ら排出され る 工 場排水の 生物的処

理 と、こ れ に よ る 生物生産量に つ い て も計算に加

え る。生物生産量は光条件、CO2供給量、栄養供

給量 に よ っ て 異な る 。 また栽培 （培養）法に よ っ

て も異な る 。 こ の ため 生産量の 推定に は最新 の 知

見 （高効率的生物生産技術の 適用 な ど）と最適な

条件を前提に試算を行 う。

　さ ら に 、上 記計算 で 求め られ る 生物原料 か ら、

各生産過程で の 生物系残渣量を推定 し、こ れ を利

用 したバ イオエ ネ ル ギー生産量の 推定を行 う。 ま

た生物生産量 として 炭化水素生産生物や、生物起

源 の メ タ ノ
ー

ル、水素等の 生産量を推定する 。

　CO2 固定量 （収支）の 推定と して は、年間 の 生

物生産量か ら、CO2 固定量 の 推定を行う。具体的

に は想定する 生物の 炭素量を推定 し（主に文献値 ，

必要 な場合 は実測）、年間生 産量か ら CO2固定量

を按分 す る。生 物的排水処理施設に つ い て もCO2

固定量 を推定する 。 火力発電所に お ける脱炭装置

に よる実現可能な CO2 回収量 と比較 し、生物生

産へ の 利用可能量を推定する 。

（2）背　景

　環 日本海地域 に おける 中国
・

ロ シ ア 両国 と も次

の ように 、エ ネル ギー
の 安定供給とそ の 需給構造

の環境調和型へ の 転換 を志向 して お り、また将来

は わが 国 と天然 ガ ス 、さら に わが 国との 間 で CO2

パ イ プ ラ イ ン ネッ トワ
ー

ク 敷設 の 可 能性 も考慮で

きる こ とか ら本構想検討 の フ ィ
ール ドと し て 有望

で ある 。

  中国は、2006年に エ ネル ギー
の 中期戦略 を含

む 「第 11 次 5 力 年計画」 （2006年か ら 2010年 ）

を発表 した 。 主な内容は、以下の とお り。

9｝

〔1〕ク リ
ー

ン コ ー
ル テ ク ノ ロ ジー

の 開発努力 の 強

　化、モ デ ル プ ロ ジ ェ ク トを通 じた広範な普及

〔2〕天然ガ ス の 探査 ・開発 ・利用 の 促進

〔3〕海外 の 石油 ・天然ガ ス 開発に よ る石油輸入 の

　多角化、戦略的 な国家備蓄へ の 着手に よ るエ ネ

　 ル ギ
ーセ キ ュ リテ ィ の 向上

〔4〕都市及 び農村で の 電力ネ ッ トワ
ー

ク の 構築 と

　 と もに 既存網の 改造 の 強化、電力体制 の 改革 の

　深化、健全で 合理 的な電気料金体系の 形成。

〔5〕積極的 な風力、太陽、地熱 な どの 新 エ ネ ル ギー・

　再生可能エ ネル ギーの 発展。

  ロ シ ア は、2003 年エ ネ ル ギー省 よ り 「2020 年

　 ま で の ロ シ ア ・エ ネ ル ギ ー戦略」が 発表さ れ 、

　閣議承認が な さ れ た。主 な 内容は 、以 下 の とお

　 り。

〔1〕国 と経済 と国民 に 対 し、経済合理 的 で あ る と

　同時に節約を促す価格 で 、エ ネ ル ギー資源 を完

　全か つ 確実に 供給す る。国 の エ ネ ル ギー供給 に

　お け る リス ク を減 らす。

〔2〕エ ネ ル ギーの 消費を合理化 し、省 エ ネ技術 と

　装置 を導入 し、燃料エ ネ ル ギ ー供給網 の 拡充 ・

　流通 に お け る損失 を減 らすこ と等に よ り、エ ネ

　ル ギ
ー

の 使用効率を向上する。

〔3〕国 の 社会経済成長を確実 とする た め 、
エ ネル

　ギー部門 の 潜在能力の 利用効率 と財政的な安定

　を向上 させ る。

〔4〕経済的刺激 の 導入、生産設備 の 改善、製 品 の

　販売 と消費、輸送、加工 、採掘に お け る新技術

　の 導入 を基本 と し、エ ネ ル ギ ー産業が 環境に 与

　える影響 を最小 限 に抑え る 。

　 こ れ らの た め の 、具体的な施策 として は 、エ ネ

ル ギ ー輸送の た め の 港湾タ ーミナ ル の 建設 ・高度

化 、 現在、天然ガ ス が主流 とな っ て い る電力供給

源の 石炭、原子力 、再生可能エ ネル ギ ーへ の 転換

促進 の 検討な ど で あ る。
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7 ．おわ りに

　前述 の ように、回収 CO2 を分 離 し、か つ 有効

利 用 を可能とす る技術 を社会シ ス テ ム として導入

す る方策 ・構想 は、わが 国 の みな らず、CO2 の 輸

送 ・ネ ッ トワ
ー

ク化が可能 な環 日本海地域 へ の導

入が肝要で あ り、そ の前提 となる経済性 ・エ ネ ル

ギーバ ラ ン ス 等を明 らか にする とともに 、協力対

象た る中国 ・韓国 ・ロ シ ア等の協調 ・連携 の ため

に は ウ ィ ン
・ウ ィ ン の 関係構築が必要で ある。こ

の た め現在、NEDO 、　 RITE をは じめ各機関
・大

学 にお い て 回収 CO2 の 利用、光ダ ク トシ ス テ ム

を利用 した 自然光の 高密度化利用 、お よ び廃熱を

効率的に利用 で きる植物工場 を開発中 （上記 3 参

照 ）で あ り、こ の 構想 を海外展開 した CO2 固定

化 生物生 産 工 業団地 （エ コ コ ン ビナ
ー

ト、下 図）

等国内外 で の 実現性 につ い て検討 し、そ の 構想を

具体化 するため の 方策 につ い て 、広 く環 日本海地

域 関係者 の 指導 ・
助言 を得つ つ 検討 ・試算 を行 う

こ ととした い 。

図 4 ．環 日本海 へ の 展開 の 概念 図
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注

1＞ 地 球 エ コ シ ス テ ム とは、環 日 本 海学会 に お い て 著者

　が 発 表 ・提 言 した 概念 と して 、地球上 の 地 理 的 広 が り

で あ る 地域 と下 へ の 広 が りで あ る 地 下 を活用 し、環 境

調和 型 社 会、つ ま りエ コ ロ ジ
ー

を 追 及す る もの で あ る 。

　久 留 島守 広 ： 地 球 エ コ シ ス テ ム と して の 地 中隔 離 「環

　日本海研 究 」第 11号、2005．10，1，Pl23

2） 本邦 に お い て 、初 め て 本技術 ；CCS の 重要性を指摘 し、

　（財 ）地球産 業技術研究機構 RITE の デ
ー

タ ベ ー
ス な ど

　の筆頭に 掲載され て い る 。

　久留 島守広 ： 地 中 隔 離技術、21世 紀 地 球 環 境 技 術 戦略

　の 要、「Engineering」No93，　P14−17，2001、11

3 ＞海外 へ の 招聘 ・視 察 に よ り本技 術 が 実 用 化 され て い

　る現 状 を把握 し紹介 した 。

　久留島守広 ；連載解説，地 球ビ ジ ネス 時代の 化学 工 学 （第

　1 回〉地 球環境問 題 と ビ ジ ネス チ ャ ン ス 「化 学工 学 」

　VQL68　No．4，2004．4．1

4 ）筆者の 提言に よ り、（株）東 芝 と東京 農工大 が プ ロ ジ ェ

　ク トを組み 本 実験 を実 施 した結 果 で あ る。

　桑 木 賢也、堀尾 正 靱、久 留 島 守 広、中川 和 明、村 田圭

治 ：CO2 吸 収セ ラ ミ ッ ク ス を 用 い た 炭 酸 ガ ス 高 効 率 回

収 シ ス テ ム の 概 念設 計，化 学 工 学 会 ag　33回秋 季 大 会、
2000．ll

5 ）同 じ く筆者の 提言に よ り、（株）日 建設計 と関総 テ ク

　ノ ス （株）が プ ロ ジ ェ ク トを組み 本構想の 策定 と関 連

実験を実施 した結果 で ある 。

　株式会社 日建設計 ： 平 成 15年度 NEDO 委託調 査報告

　書 「植物 工 場 等二 酸 化 炭素 隔 離 技 術 の 経 済性 等 調 査 」，
　2003、36

） 欧 州連 合 EU は、2050年 を展 望 した CCS な ど も含 め

た 世 界 エ ネル ギ
ー
技術 を と りま と め て い る。そ こ に 具

体的 な事例 と ともに、コ ス ト試算な ど も行 っ て い る。
World　Energy　Technolegy　Outleok−WETO 　H2，　http：〃

　ec ．europa 、eu ／research ／energy ／pdf ／weto −h2＿en ．pdf ，

　pp52 −60
7 ）国 内 の 全 国貯 留層 賦 存量調査 は 「二 酸化炭素地 中貯

　留 技 術研 究 開発 」の 一
環 と して、平成 12 年度 と 13 年

度 NEDO か ら （財 ） 地球 産業 技術 研 究 機構 RITE へ の

委 託研 究 と して 実施 した。

8 ）CCS 技 術 に 関 し、経 済的試 算 な ど を行い 事業化 へ の

　展 開 も含 め た 社 会 シ ス テ ム と して の 導入可 能性 に つ き

　検討
・
提言 を 行 っ た。

　久留島守広 ： 地 球 ビジ ネス と して の 地 中 隔離 に向 けて

　の 基礎的研究
一CO2 分離 ・地 中 隔離 ・エ コ コ ン ビ ナー

　 トの 導入一

　「資源と素材」Vol．120（2004．10．1）P677−680
9 ） 資源 エ ネ ル ギ

ー
庁 「エ ネ ル ギ

ー
白書 2008」2008．5 及

　び経 済産業省な どを参考 と した 。
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       Basic study  on  the introduction of CCS  in the Northeast Asian region
-

 C02 capture and  geological storage  with bio-factory as the Earth Eco System -

MorihiroKurushima(Toyo  University)

Abstract

   From  2001, NEDO  started  the project with

universities  and  industries on  innovative ceram-

ics absorbent  material  and  the COz  recovery

system  for Geological Storage.

   This material  may  enable  significant  reduc-

tion of  C02  emissions  with  a  small  energy  pen-

alty.

   As 80% of  the world  primary energy  includ-

ing in the Northeast Asian region  is dependant

on  fossil fuel, it is essential  to address  large-

scale  emission  sources  to achieve  the  reduc-

tion targets set  by the Kyoto Protocol of  COP3.

Even  though promotion  of  utilizing  renewable

energy,  energy  conservatlon,  etc. are  lmportant

measures  for reducing  C02  emissions,  sustained

utilization  of  fossil fuels including coal  resources

cannot  be denied from the viewpoint  of ethcient

use  of  resources.  And, the implementation of an

effective  C02 capture  and  storage  is the key to

efiicient  use  of fbssil fueL for the Northeast Asian

region  and  the global environment.

   C02  capture/storage/bio-factory:  CCS  with

Bio-Factory as the 
"Earth

 Eco System'' should

be the major  way  to establish  the sustainable

energy  system  by using  fossil fuel including coal

resources  in the Northeast Asian region.


